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要     旨 

 

１ 作成の背景 

男女を問わず、すべての人が仕事と生活の調和を実現できる社会を構築することは、日

本社会の持続可能性や社会的公正ひいては経済活力に関わる重要課題である。これまで、

長時間労働の是正、出産・育児との両立支援、女性の就業継続支援など、ワークライフバ

ランスを促進するための政策が進められてきた。 

本見解は、男女双方のワークライフバランスの実現を前提としつつ、女性の就業拡大と

能力発揮が家族のウェルビーイングと両立するための条件に焦点を当てる。女性の雇用・

処遇・昇進機会に残る格差は、女性本人だけでなく、男性の働き方、家族内のケア分担、

子どもの育ちにも関わるためである。長時間労働やケア負担の偏在を残したまま女性活躍

を進めれば、女性本人と家族の双方に更なる負担をもたらすおそれがある。したがって、

女性の就業拡大や管理職への登用を単独の政策課題として捉えるのではなく、男女双方の

働き方の見直し、家庭内におけるケア責任の分担、保育・介護基盤の整備と併せて進める

必要がある。 

近年、女性の就業拡大、若年層における女性の正社員比率の上昇、共働き世帯の増加に

より、就業構造と家族の在り方は大きく変化している。しかし、長時間労働を前提とする

働き方や、性別役割分業を暗黙の前提としてきた制度設計は、なお根強く残っている。就

業構造と家族の在り方が変化する一方で、働き方や制度がそれに十分に対応していないこ

とが、家庭生活、子どもの育ち、結婚・出生に関する選択、さらには高齢期の生活保障に

も影響を及ぼしている可能性がある。 

また、女性の就業は拡大しているものの、男女間賃金格差、女性の非正規雇用への偏り、

就業調整を生みやすい税・社会保障制度、昇進機会の男女差は、依然として大きい。    

今後求められるのは、女性の就業拡大や能力発揮を、家庭生活やケア責任との両立が可

能な形で支え、男女が共に働き、共に家族責任を担いながら、家族全体のウェルビーイン

グを高められる社会を実現することである。本見解でいう家族のウェルビーイングとは、

家族成員の健康、生活の安定、ケア負担の適切な分担、子どもの健やかな育ち、将来への

安心、生活満足度などを含む、家族全体がより良く生活できる状態を指す。その実現のた

めには、働き方、雇用制度、社会保障、出産・育児支援、保育・介護を含むケア基盤、さ

らには政策効果を検証するデータ基盤を、家族のウェルビーイングという観点から総合的

に再検討する必要がある。 

本見解は、女性の能力発揮と家族のウェルビーイングを両立させるために、働き方、制

度、支援基盤、データ基盤の今後の方向性を示すことを目的とする。 

 

２ 現状及び問題点 

労働現場には、依然として長時間労働が残存している。長時間労働は、労働者本人の健

康や生活の質を損なうだけでなく、育児・介護を含む家族責任の遂行を困難にする。これ

まで長時間労働は主として男性に偏ってきたが、女性の正社員化や管理職への登用が進む
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中で、同様の負担が女性にも広がる可能性がある。男女双方が長時間労働に従事する社会

では、家族内だけでケア責任を担うことには限界があり、家族全体のウェルビーイングが

損なわれるおそれがある。 

同時に、女性の雇用の質にも大きな課題が残されている。女性雇用者の過半数は現在も

非正規雇用者であり、その賃金水準は、フルタイムで働いても経済的自立を支えるには十

分ではない場合が少なくない。さらに、有配偶女性については、被扶養配偶者として社会

保険料負担が生じない範囲で働く誘因があり、企業側にも短時間雇用を維持する誘因が生

じ得る。非正規雇用の賃金が最低賃金に近い水準にとどまる場合、年収の壁を越えて働い

ても所得増加が限定的となりやすく、労働時間を抑える就業調整が生じやすい。 

このような制度と雇用慣行の下では、女性が高等教育や職業経験を通じて蓄積してきた

能力を、安定的な雇用や十分な所得に結び付けにくい。低賃金・短時間就業が長期化すれ

ば、経済的自立を妨げるだけでなく、将来の年金給付や資産形成にも影響し、高齢期の女

性の生活保障を脆弱にするおそれがある。 

また、雇用形態を問わず、賃金、処遇、訓練機会にはなお大きな男女差がある。正規雇

用においても、女性の内部昇進や意思決定層への参画も十分に進んでいない。こうした格

差は、女性個人の能力発揮を制約するだけでなく、企業や社会が多様な人材の知識・経験

を十分に活かせていないことを意味する。女性の人的資本が十分に活用されていないこと

は、企業の生産性やイノベーション、ひいては日本経済の成長力にも関わる重要な課題で

ある。 

したがって、女性活躍を持続可能な形で進めるためには、女性の就業参加や管理職への

登用を拡大すること自体は重要である。しかし、長時間労働を前提とする働き方や、家族

責任を女性に偏らせる制度・慣行が残されたままでは、管理職への登用は一部の女性に限

られやすく、女性全体の能力発揮や家族のウェルビーイングの向上にはつながらない。長

時間労働の是正と柔軟な働き方の実装、賃金・処遇・登用における格差の是正、非正規雇

用者の処遇改善と能力を活かせる就業機会の確保、育児・介護を社会全体で支える基盤の

整備、さらに政策効果を検証するデータ基盤の整備を、家族の安定、次世代育成、人的資

本の活用、社会全体の持続可能性に関わる構造的課題として捉える必要がある。 

 

３ 見解の内容 

 (1) 長時間労働の是正と柔軟な働き方の実装 

長時間労働を抑制する取組を、引き続き強化する必要がある。そのためには、労働時

間の上限規制の実効性を確保するだけでなく、長時間労働が常態化しやすい職場慣行を

改めることが重要である。 

あわせて、テレワーク、フレックスタイム、時差出勤、短時間勤務などの柔軟な働き

方を、男女いずれにとっても、必要な人が利用しやすい形で実装することが求められる。

とりわけ育児期には、子どもの生活リズムと両立し得る就労環境を整備する必要がある。 

ワークライフバランスの実現には、個々の労働者の努力だけではなく、業務設計、評

価制度、人員配置を含む組織的な対応が不可欠である。 
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 (2) 男女共働き社会の実現に向けた賃金・処遇・登用の構造的課題の是正 

共働き世帯が広がり、女性の就業継続が拡大する中で、男女間賃金格差、雇用形態間

の待遇格差、意思決定層における女性の少なさは、家族の安定と個人の選択の自由を制

約する構造的課題となっている。男女が共に働き、家族責任を分かち合える社会を実現

するためには、賃金、処遇、評価、登用の在り方を総合的に見直す必要がある。 

企業においては、性別による不合理な格差が生じないよう、賃金情報の開示、職務評

価の透明化、配置・昇進・訓練機会の男女差の把握を進め、格差の可視化と改善を促す

ことが重要である。あわせて、女性を含む多様な人材が管理職や意思決定層へ進む機会

を広げ、育児休業・短時間勤務や柔軟な働き方を利用した場合でもキャリア形成上の不

利益を受けにくい雇用基盤を整える必要がある。 

 

 (3) 非正規雇用者の処遇改善と、能力を活かせる就業機会の確保 

非正規雇用は、有配偶女性の家計補助的な働き方にとどまらず、主たる生計維持者、

単身者、ひとり親、中年期以降に再就職した女性など、多様な生活背景を持つ人々の働

き方として広がっている。したがって、非正規雇用者の処遇改善は、単なる賃金水準の

引上げにとどまらず、能力開発、職務内容に応じた評価、無期雇用・正規雇用への移行

機会、育児休業等の両立支援制度や被用者保険の適用を含めて、雇用の質を高める課題

として位置付ける必要がある。 

被扶養配偶者を前提とした税・社会保険制度や企業の配偶者手当については、希望に

応じて働き、所得を高めることを妨げない制度へと見直す必要がある。将来の女性の貧

困、とりわけ高齢期における年金給付や貯蓄の不足を防ぐためにも、個人単位で就業と

社会保障を支える制度への転換を進めることが求められる。 

 

(4) 育児・介護を社会全体で支え、保育の量と質を確保する 

育児・介護等のケア責任を各家庭の私的努力のみに委ねることには限界がある。保育、

放課後児童クラブ、介護サービス等を社会全体で支える基盤として整備し、その量的拡

充に加えて、質の確保と向上を重視する必要がある。制度の有無だけでなく、利用の実

態、利用後の就業継続、賃金、昇進、家庭生活への影響を継続的に検証し、両立支援が

実際に機能する環境を整えることが重要である。 

 

(5) 家族のウェルビーイングを把握するためのデータ基盤の整備 

長時間労働の是正、雇用の質の改善、育児・介護支援の拡充といった政策が、家庭生

活の安定、子どもの育ち、ケア負担の分担、生活満足度など、家族全体のウェルビーイ

ングの向上につながっているかを検証するためには、データ基盤の整備が不可欠である。 

主観的ウェルビーイング指標には、測定方法、回答の文脈依存性、個人間比較の難し

さなどの課題がある。したがって、主観的指標は客観的指標を代替するものではなく、

それを補完するものとして慎重に活用する必要がある。政策評価においては、労働時間、

家事・育児・介護時間、所得、雇用形態、健康状態、保育・介護サービスの利用状況、
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子どもの生活時間や発達に関する客観的指標と、生活満足度、心理的負担、家族関係へ

の満足度などの主観的指標を組み合わせて把握することが重要である。例えば、長時間

労働是正策については、労働時間の変化だけでなく、健康状態、生活満足度を併せて検

証する必要がある。育児休業や短時間勤務制度については、賃金・昇進、家事・育児分

担だけでなく、母親・父親双方の心理的負担、子どもの生活リズムへの影響を把握する

必要がある。保育政策については、保育利用の有無や待機児童数だけでなく、保育の質、

子どもの発達、家族の生活満足度を組み合わせて評価することが望ましい。総務省『社

会生活基本調査』や『労働力調査』をはじめとする基幹統計や関連する学術調査におい

て、生活時間、就業条件、ケア負担、健康状態、生活満足度等を総合的に把握できるデ

ータ基盤を整備し、研究者との連携の下で政策効果を継続的に検証する仕組みを構築す

ることが求められる。政策の優先順位として、短期的には長時間労働是正、両立支援制

度利用者への不利益取扱いの防止、保育・介護の量と質の確保を進める必要がある。あ

わせて、政策効果を継続的に検証するためのデータ基盤整備にも早期に着手する必要が

ある。中期的には賃金・処遇・登用格差の是正、非正規雇用者の処遇改善、年収の壁を

生みやすい制度の見直しを進め、長期的には個人単位の社会保障制度への移行、持続可

能なケア基盤の構築、政策評価に必要なデータ基盤の継続的な整備を進めることが求め

られる。 
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１ はじめに 

 (1) 検討の目的 

男女を問わず、すべての人が仕事と生活の調和を実現できる働き方を構築することは、

日本社会の持続可能性に関わる重要な課題である。これまで、長時間労働の是正、働き

方改革、出産・育児との両立支援など、労働者の健康を守り、仕事と生活の調和を図る

ための政策が進められてきた[1][2]。 

本見解は、男女双方のワークライフバランスの実現を前提としつつ、女性の就業拡大

と能力発揮が家族のウェルビーイングと両立するための条件に焦点を当てる。これは、

女性の賃金、処遇、訓練、昇進機会、非正規雇用への偏りに残る格差が、女性本人の経

済的自立やキャリア形成だけでなく、男性の働き方、家族内のケア分担、子どもの育ち

にも影響するためである。したがって、本見解で扱う女性活躍の課題は、女性のみの課

題ではなく、男女双方の働き方と家族全体のウェルビーイングに関わる課題である。た

だし、女性の就業拡大や管理職への登用は、それ自体で自動的に家族のウェルビーイン

グを高めるものではない。長時間労働を前提とする働き方や、家事・育児・介護などの

ケア責任が女性に偏る状況が残されたまま女性活躍が進められれば、女性本人や家族の

負担が増大する可能性がある。女性の活躍が家族のウェルビーイングの向上につながる

ためには、①長時間労働の是正、②柔軟な働き方の実装、③賃金・処遇・昇進機会にお

ける男女格差の是正、④男性の家事・育児・介護参加、⑤保育・介護等の社会的支援基

盤の整備が同時に進む必要がある。本見解では、このような条件の下で、女性の能力発

揮と家族全体のウェルビーイングを両立させるための制度的条件を検討する。 

近年、女性の就業拡大、共働き世帯の増加、若年層における女性の正社員比率の上昇

などにより、日本の就業構造と家族の在り方は大きく変化している。こうした変化の下

では、長時間労働や転勤、突発的な業務要請への対応を前提としてきた従来型の正社員

モデル[3][4][5]は、若い世代の男女双方にとって、育児・家事分担や家庭生活との両立

を難しくする要因となり得る。その結果、労働者本人の健康や生活の質だけでなく、家

庭生活の安定、家族形成、出生の選択にも影響を及ぼしている可能性がある[1][6][7]。 

一方で、労働現場には依然として長時間労働が残存しており、労働者の健康や生活の

質に影響を及ぼしている[8][9][10]。長時間労働は、これまで主として男性に偏ってい

た。しかし、正社員として就業する女性の増加やその管理職への登用の進展に伴い、同

様の負担が女性にも広がっている可能性がある。男女双方が長時間労働に従事する社会

では、育児や介護を含む家族責任を家庭内だけで支えることは一層困難となり、家族全

体のウェルビーイングが損なわれるおそれがある[11][12]。 

また、女性の就業が拡大しているにもかかわらず、男女間賃金格差や、雇用形態間の

待遇格差、昇進機会の男女差は依然として存在している[13][14][15][16][17]。性別役

割分担意識は長期的には平等化の方向に変化してきたが[18][19]、職場における処遇や

キャリア機会の格差は、男女が対等に家計を支え、ケア責任を分担することを妨げる要

因となり得る[1][20][21]。女性の賃金や昇進機会が男性に比べて低いままであれば、家

庭内では男性が主たる稼ぎ手となり、女性が家事・育児や就業調整を担うという役割分
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担が選ばれやすくなる。その結果、女性が経済的自立を実現し、長期的なキャリア展望

を持つことが難しい状況が続くだけでなく、男性にとっても長時間労働を前提とした働

き方から離れにくくなる。管理職に占める女性割合の低さに示されるように、意思決定

過程への女性の参画もなお限定的である[22][23][24][25][26]。 

これらの課題は、個人や家族の問題にとどまらない。長時間労働と処遇格差が併存す

る社会では、多様な人材の能力発揮が妨げられるだけでなく、家族形成や育児・介護負

担の偏在を通じて、少子化の進行や社会全体の持続可能性にも影響を及ぼす可能性があ

る。女性活躍を持続可能な形で進めるためには、単に女性の就業参加や管理職への登用

を拡大するだけでは不十分である。女性活躍が家族の負担増として進むのではなく、男

女が共に働き、共に家族責任を担いながら、家族全体のウェルビーイングを高められる

社会を実現する必要がある。 

こうした社会的状況を踏まえ、本見解では、これまでのワークライフバランス関連政

策の効果と課題を検証するとともに、長時間労働の是正、女性の雇用の質の向上、共働

き・共育てを支える公正な雇用基盤、保育・ケア基盤の充実、家族全体のウェルビーイ

ングを把握するためのデータ基盤の在り方について検討する。その上で、女性が能力を

発揮しながら、男女が共に家族責任を担い、家族全体のウェルビーイングを高められる

よう、仕事と生活の調和を実現するための制度・雇用・支援基盤の方向性を示すことを

目的とする。 

 

(2) 本見解発出の背景 

本分科会では、これからの時代にふさわしいワークライフバランスの在り方について、

経済学的観点から継続的に検討を行ってきた。平成 29 年（2017 年）９月には、労働時

間制度の課題を整理した報告「労働時間の規制の在り方に関する報告」[27]を公表し、

日本における長時間労働問題に関する政策形成に資する提案を行った。その後、第 196

回国会において働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成 30 年

法律第 71号。以下「働き方改革関連法」という。）が成立し、労働基準法（昭和 22年法

律第 49号）の改正により、時間外労働の上限規制や年次有給休暇の時季指定義務など、

長時間労働の是正に向けた法制度整備が進められた。しかし、2019年の雇用政策研究会

報告書[32]でも指摘されているように、正社員を中心として依然として長時間労働の実

態が見られ、課題はなお残されていた。 

このような状況の中、2020年には新型コロナウイルス感染症が世界的に拡大し、緊急

事態宣言の発令等により、社会経済活動や働き方は大きな影響を受けた。多くの事業所

で勤務体制の見直しや休業措置が講じられ、テレワークの導入が急速に進んだ一方、休

校・休園や介護サービスの縮小により、家庭内のケア負担が増大するなど、従来とは異

なるワークライフバランス上の課題も新たに顕在化した[28]。 

令和４年（2022年）６月に公表された「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2022（女

性版骨太の方針 2022）」（内閣府）では、男女共同参画の実現に向け、女性活躍の推進に

加えて、男性の家庭及び地域社会への参画の重要性が強調された。また、男女の状況を
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客観的に把握するためのジェンダー統計の充実が提唱され、政策立案におけるデータ基

盤整備の重要性も示された。 

こうした課題認識を踏まえ、本分科会では、令和４年（2022年）３月３日に公開シン

ポジウム「ワーク・ライフ・バランス研究の新局面―データ活用基盤の整備に向けて―」

を開催し、令和５年（2023年）９月４日には記録「新たなワークライフバランス研究推

進に資する統計基盤整備について」[29]を公表した。これらの取組は、エビデンスに基

づく政策形成を支える統計基盤の整備の重要性を示すものである。 

令和７年（2025年）６月に公表された「女性活躍・男女共同参画の重点方針 2025（女

性版骨太の方針 2025）」（内閣府）では、あらゆる分野の意思決定層における女性の参画

拡大が重点事項として掲げられるとともに、すべての人が希望に応じて働くことができ

る環境整備、女性の所得向上と経済的自立、仕事と育児・介護・健康課題との両立支援

が重点課題として示された。これを踏まえ、本分科会では、令和７年（2025年）11月 22

日に、「女性活躍を支える家族のウェルビーイングとワークライフバランスの実現」をテ

ーマとする公開シンポジウムを開催し、民間及び学術界の専門家とともに、持続可能な

ワークライフバランスの実現に向けた課題と方策について議論を深めた。 

これら一連の取組を通じて、ワークライフバランスをめぐる構造的課題に関する知見

は着実に蓄積されてきた。本見解は、これまでの議論を通じて共有された認識を基礎と

して、女性活躍と家族のウェルビーイングの両立に向けた具体的な方向性を示すことを

目的とするものであり、学術界のみならず、政策・行政、企業・労働組合、経済団体、

地域社会など関係者に共有され、社会全体における議論の深化に資することを目指す。 

 

２ 日本の男女の就業の現状 

 (1) 就業構造の推移 

日本では、少子高齢化の進展に伴い労働力不足が深刻化する中、女性の就業促進は重

要な政策課題として位置付けられてきた。政府は、保育サービスの拡充や仕事と育児の

両立支援制度の整備を進めており、こうした環境整備も背景として、女性の就業率は近

年大きく上昇している。かつて「Ｍ字カーブ」と呼ばれた、結婚・出産期に女性の就業

率が低下する就業パターンも縮小している。総務省『労働力調査』によれば、30～34歳

女性の就業率は 2009 年の 63.0％から 2024 年には 81.6％へと上昇しており、女性の就

業継続は着実に進んできた（＜付録＞図１）。 

女性の正規雇用についても増加傾向が見られる。厚生労働省『令和７年版労働経済の

分析』によれば、2024年の女性の正規雇用労働者数は 1,298万人であり、10年連続で増

加した[30]。また、年齢階級別に人口に占める正規雇用労働者の割合を見ると、過去 10

年間で男女共にほぼすべての年齢階級において上昇傾向にあり、とりわけ女性の 25～34

歳で上昇幅が大きい。これは、女性の就業拡大が単なる就業率の上昇にとどまらず、若

年層を中心に雇用の安定化を伴いながら進んでいることを示している。 

もっとも、女性の就業拡大が、そのまま雇用の質の十分な改善を意味するわけではな

い。2024 年の女性の年齢階級別正規雇用比率は、25～29 歳の 60.3％をピークに、その
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後の年齢階級で低下する「Ｌ字カーブ」を示している（＜付録＞図２）[31]。したがっ

て、Ｍ字カーブの縮小により女性の就業継続は進んできたものの、中年期以降も正規雇

用としてキャリアを継続し、賃金上昇や昇進機会を得られる環境は、なお十分に整って

いるとはいえない。 

さらに、雇用者数の構成を男女別・雇用形態別に見ると、2024年の正規雇用労働者数

は男性 2,347 万人、女性 1,298 万人であり、女性は男性を大きく下回っている。一方、

非正規雇用労働者数は男性 682万人、女性 1,444万人であり、女性では現在も非正規雇

用労働者数が正規雇用労働者数を上回っている。女性の非正規雇用労働者数は 2019 年

以降おおむね横ばいで推移しており、正規雇用との差は縮小しているものの、非正規雇

用への偏りは依然として大きい。 

さらに、現行の働き方には依然として長時間労働が残っている。正社員については高

賃金、安定雇用、職業能力開発機会といった利点がある一方で、依然として長時間労働

の実態が見られる[32]。女性の正規雇用化や管理職への登用が、長時間労働を前提とす

る従来型の正社員モデルの単なる拡大として進む場合には、出産・育児や介護を含む家

庭生活との両立が難しくなる。男女双方が長時間就業となれば、家庭内でケア責任を担

う余力は更に小さくなり、家族全体のウェルビーイングにも影響を及ぼし得る。したが

って、女性の正規雇用化を進める際には、単に正社員数を増やすだけでなく、長時間労

働を是正し、柔軟で持続可能な働き方を整備することが不可欠である。 

以上を踏まえると、女性の就業率上昇と若年層における正規雇用比率の上昇は重要な

前進である。しかし同時に、ライフステージの進行に伴う正規雇用比率の低下、非正規

雇用への偏り、長時間労働を前提とする正社員モデルの残存という課題はなお大きい。

一旦非正規雇用や無職となった中年期以降の女性が、能力や経験に見合った仕事に再び

就くことができるよう、再教育・リスキリング機会の拡充、職務経験や専門性を適切に

評価する仕組み、柔軟な働き方とキャリア形成を両立できる職場環境の整備が求められ

る。 

 

 (2) 女性の就業と家族の変化 

女性の就業継続が広がる中で、出産・育児と就業の両立、親子の時間の確保、家事・

育児を家庭内外で支える体制の整備といった課題が、従来にも増して重要な社会的論点

となっている。国立社会保障・人口問題研究所『第 16 回出生動向基本調査』(2021 年)

によれば、第１子出生年が 2015～2019年の妻について、第１子の妊娠がわかったときに

就業していた者に限定すれば、第１子１歳時の就業率は 69.5％に達している。また、就

業継続者のうち育児休業を利用した者の割合は 79.2％であり、出産・育児を経ながら就

業を継続することは、若い世代において標準的なライフコースの一つとなりつつある

[33]。 

他方で、第１子出生年が 2015～2019年の妻全体を分母とすると、妊娠判明時から第１

子１歳時まで集合を継続した妻の割合は 53.8％である。出産を機に無職になった者は

23.6％、妊娠判明時に無職であった者は 17.4％を占める。つまり、妊娠時に就業してい
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た女性の第１子１歳時の就業率は大きく上昇しているものの、出産前から無職である層

や、出産を機に離職する層も一定程度存在している。 

また、就業継続率は妊娠判明時の雇用形態によって大きく異なり、非正規雇用者は正

規雇用に比べて出産後の就業継続が低い[33]。加えて、自治体の税務データを用いた分

析では、出産前の給与収入が低かった女性ほど、子どもが３歳の時点で給与収入がない、

又は扶養の範囲内に相当する給与収入にとどまる割合が高いことが示されている[34]。

ただし、同データでは雇用形態を把握できないため、この傾向が特定の雇用形態に当て

はまるかどうかは明らかではない。これらの研究は、出産後の就業形態・所得状況に、

出産前の雇用形態や給与収入による差が見られることを示している。したがって、出産・

育児期の就業継続を支える政策は、出産前から正規雇用であった女性だけを対象とする

ものではなく、非正規雇用者や低所得層、出産を機に離職した者にも広げる必要がある。

出産・育児後に安定した雇用へ移行・復帰できるよう、再訓練機会の整備、職業能力の

向上支援、就職支援を含む継続的な支援の道筋を整えることが必要である。 

このような変化は、家族の在り方そのものにも影響を及ぼしている。従来は、男性正

社員が内部昇進を重視する雇用慣行の下で、残業を含む長時間労働に従事し、妻が出産

を機に離職して子育てを主として担うという世帯内分業が、一定の広がりをもって存在

していた。第１子出産後に無職となる女性の割合が高かった時期（1980 年代後半から

2000年代）には、その後に労働市場へ戻る場合にも、非正規雇用として再就職し、被扶

養配偶者として税・社会保険料の負担や企業の配偶者手当の対象となる範囲内で働くケ

ースが少なくなかった。被扶養配偶者を前提とする社会保障制度や企業による配偶者手

当も、こうした世帯モデルと整合的な形で形成されてきた。 

しかし、女性の継続就業が進み、若年女性における正規雇用比率も上昇する中で、夫

婦分業型の世帯モデルを前提とした制度や職場慣行と、実際の生活実態との間には乖離

が生じている。具体的には、国民年金の第３号被保険者制度や健康保険の被扶養者制度

は、被用者に扶養される低収入の配偶者本人に社会保険料の負担を求めず、配偶者控除

等の税制や、収入要件を伴う企業の配偶者手当は、こうした世帯の負担を軽減してきた。

これらの制度は性別中立的であるものの、その対象者の大部分は既婚女性であり、被扶

養者認定の所得基準と、労働時間等に基づく被用者保険の適用基準が組み合わさること

で、女性が収入と労働時間を一定水準以下に抑える就業調整を促してきた。女性の高学

歴化、出産前の職業経験の蓄積、子ども数の減少、長寿化に伴う老後期間の長期化を踏

まえれば、このような就業調整を促す制度設計は、女性自身の生活保障や人的資本の活

用の両面で限界を有している。今後は、子育て期の労働者が男女を問わず育児時間を確

保できる働き方を整備するとともに、若年期に蓄積した教育や職業経験を中年期以降に

も活かせる雇用環境を整える必要がある。 

また、結婚や出産をめぐる行動も変化している。経済協力開発機構（OECD）の 2024年

資料によれば、日本では生涯無子女性の割合が急速に上昇しており、1975年生まれの女
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性の無子率が 28％に達し、OECD 諸国の中でも最も高い水準にある[35]1。ただし、この

ことは直ちに、多くの人が積極的に子どもを持たないことを望んでいることを意味する

わけではない。『第 16回出生動向基本調査』(2021年)[33]によれば、18～34歳の未婚

女性の 86.9％が、将来子どもを持つことを希望している。また、理想のライフコースで

は、出産後も仕事を続ける「両立コース」が 34.0％を占め、調査開始以来初めて最多と

なった。一方、予想ライフコースでは、「両立コース」は 28.2％にとどまり、「非婚就

業コース」が 33.3％で最多となっている。こうした理想と予想の乖離は、仕事と子育て

の両立を希望しながら、その実現を見通せない女性が一定数いる可能性を示唆している

[33]。ただし、女性の就業拡大や管理職への登用が、それ自体として出生率の上昇をも

たらすと解釈すべきではない。出生行動は、雇用の安定、所得、保育費用、家事・育児

分担、結婚行動、価値観など多様な要因に左右される。したがって、本見解では、女性

活躍を出生率改善の直接的手段として位置付けるのではなく、希望する就業継続、家族

形成、子育てを妨げる制度的・職場的要因を取り除く政策として位置付ける。 

以上から、従来の制度や職場慣行が前提としてきた世帯モデルと、実際の就業・家族

行動との間には、徐々に乖離が生じていると考えられる。出産を機に離職する女性は減

少し、結婚や出産の時期や有無も多様化している現在、現実の生活様式に即した働き方

及び社会制度の再検討が求められている。とりわけ、就業継続を希望する人々が家族形

成や子育てを断念しなくて済むよう、長時間労働の是正、家事・育児支援の拡充、税・

社会保障制度の見直し、職場慣行の改革を相互に整合的に進める必要がある。 

 

 (3) 現状の課題 

  ① 長時間労働の実態 
日本では、働き方改革関連法の施行以降、時間外労働の上限規制、年次有給休暇の

時季指定義務、時間外労働に対する割増賃金率の引上げなど、長時間労働の是正に向

けた制度整備が進められてきた。しかし、正社員を中心とする働き方には、依然とし

て長時間労働の実態が見られる[32][36][37]。さらに、管理監督者については、2019

年以降、労働時間の状況把握が義務化されているものの、一般の労働者とは異なり時

間外労働の上限規制が適用されないことなどを背景に、実態把握が難しい場合がある

とされている[38]。 

長時間労働は、労働者本人の健康や生活の質に影響を及ぼすだけでなく、家庭生活

との両立を困難にする。これまで長時間労働は主として男性に偏ってきたため、過労

死やメンタルヘルス不調のリスクは、男性の生命・健康に関わる重大な問題であると

 
1 OECD（2024）は、OECD諸国において生涯無子女性の割合が上昇していることを示している。日本では、1955年出生コー

ホートの 11.9％から 1975年出生コーホートの 28.3％へと大きく上昇している。同様に、スペインでは 9.5％から 23.9％、

イタリアでは 11.1％から 22.5％へと上昇している一方、米国では 16.3％から 10.3％へ低下している。OECDは、子どもを

持つかどうか、いつ持つか、何人持つかという選択には、世帯所得、夫婦間の所得配分、保育費用、住宅費用などの経済

的要因が影響し得ると指摘している。また、子どもを持つことに伴う直接的・間接的費用の上昇に加え、若年層の子ども

を持つことに対する意識の変化も、出生率低下に関わる可能性があるとしている。日本、イタリア、スペイン、韓国など

では第 1 子出産年齢が高いことも特徴であり、仕事と家庭の両立支援、雇用の安定、子育てに伴う経済的不安の軽減は、

少子化を考える上でも重要な論点である。 
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同時に、配偶者や子どもを含む家庭生活の安定にも影響を及ぼしてきた。また、女性

の正規雇用化や管理職への登用が進む中で、長時間労働を前提とする従来型の正社員

モデルが女性にも拡大する可能性がある。男女双方が長時間労働に従事する場合、育

児・介護を含む家族責任を家族内だけで担うことは一層困難となり、家族全体のウェ

ルビーイングが損なわれるおそれがある。したがって、長時間労働の是正は、女性活

躍の前提であると同時に、男性の健康と家庭生活を守り、男女が共に家族責任を担う

ための基盤でもある。労働者個人の健康確保にとどまらず、家族のウェルビーイング、

次世代育成、持続可能な労働力確保の観点からも重要な課題である。 

2010 年４月施行の改正労働基準法により、１か月に 60 時間を超える時間外労働に

ついて、法定割増賃金率が従来の 25％以上から、大企業では 50％以上へと引き上げら

れた。この引上げは当初大企業に適用され、中小企業については適用が猶予されてい

たが、2023年４月からは中小企業にも適用され、大企業・中小企業のいずれにも同一

の割増賃金率が適用されることとなった[39]。 

この割増賃金率引上げが労働時間や生活時間に与えた影響については、2010年４月

から 2023 年３月まで大企業のみが適用対象であったことを利用した実証研究がある

[40][41][42]。そのうち[42]では、総務省『社会生活基本調査』を用いて、割増賃金

率引上げと労働時間・生活時間との関係を分析している。その結果、大企業に勤める

男性雇用者では、１日に 11時間以上働く割合が 2.2％ポイント低下し、１日の実労働

時間も平均 6.36分減少した。また、始業時刻には大きな変化が見られない一方で終業

時刻が早まり、職場滞在時間そのものが短くなったことが示唆された。さらに、労働

時間の短縮に伴い男性雇用者の余暇時間が増加し、とりわけ有配偶男性では家族と過

ごす余暇時間の増加が確認された[42]。 

この結果は、時間外労働に対する割増賃金率の引上げが、企業にとって長時間労働

のコストを高めることを通じて、実際の労働時間の短縮を促し得ることを示している。

また、短縮された時間が余暇、とりわけ家族と過ごす時間の増加に結び付いた可能性

を示しており、長時間労働是正策がワークライフバランスの改善に寄与し得ることを

示唆している。ただし、同研究で確認された効果は主として大企業に勤める男性雇用

者についてのものであり、女性、非正規雇用者、中小企業労働者、管理職層などに同

様の効果が及ぶかについては、引き続き検証が必要である。 

さらに、働き方改革関連法により、時間外労働の罰則付き上限規制も導入された。

時間外労働の上限は、原則として月 45時間・年 360時間とされ、臨時的な特別の事情

があり労使が合意する場合でも、年 720時間以内、時間外労働と休日労働の合計につ

いて複数月平均 80時間以内、月 100時間未満などの上限が設けられている。この規制

は、大企業には 2019 年４月から、中小企業には 2020 年４月から適用されている

[43][44][45]。 

もっとも、制度の整備が進んだとしても、長時間労働の是正が直ちに実現するわけ

ではない。長時間労働の発生要因は、賃金体系、職種、取引慣行、人員配置、評価制

度などによって異なる[46][47]。とりわけ、長時間働くことや突発的な業務要請に応
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じられることが高く評価される雇用慣行の下では、労働時間の長さが賃金や昇進機会

と結び付きやすくなる。このような働き方は、育児・介護を含む家族責任を担う労働

者にとって不利に働き、結果として男女間賃金格差や家庭内分業の固定化につながり

得る[48]。今後は、時間外労働規制や割増賃金率引上げの効果を継続的に検証すると

ともに、長時間労働が生じやすい職場慣行、業務配分、人員配置、評価制度を含めて

見直していくことが重要である。特に、女性活躍を長時間労働型の正社員モデルへの

適応として進めるのではなく、男女が共に家族責任を担いながら能力を発揮できる働

き方へと転換することが求められる。 

 

  ② 育児、介護をめぐる制度の進展と課題 
   ア 育児・介護休業制度と就業構造 

女性の就業をめぐる主要な課題の一つは、出産・育児と就業の両立にある。この

課題への対応策として重要な役割を果たしてきたのが、1992年に施行された育児休

業法、及びその後、介護との両立支援も含めて発展してきた育児・介護休業法であ

る。同法は、育児や介護を行う労働者が仕事と家庭生活を両立し、就業を継続でき

るように支援することを目的としており、育児休業、介護休業、子の看護休暇、介

護休暇、所定労働時間の短縮措置、時間外労働や深夜業の制限などを定めてきた

[49]。 

育児・介護休業法は、度重なる改正を経て、対象を拡大し、支援内容を拡充して

きた。1999 年改正では介護休業制度や介護のための勤務時間短縮制度が創設され、

2002年改正では育児・介護のための時間外労働の制限、2005年改正では子の看護休

暇が導入された。さらに、2010年施行の改正では、３歳未満の子を養育する労働者

について、短時間勤務制度の措置義務と所定外労働の免除が義務化され、介護休暇

制度も創設された。近年では、2022年施行の改正により、出生時育児休業、いわゆ

る「産後パパ育休」が導入され、父親の育児休業取得を促進する制度整備も進めら

れている。 

これらの制度が、子育て期の女性の就業継続や正規雇用の維持、さらには出産行

動にどのような影響を及ぼしてきたのかを明らかにすることは、女性個人の厚生に

とどまらず、家族の安定、人的資本の活用、日本経済の持続的発展、社会保障制度

の安定の観点からも重要である。 

ただし、育児休業法施行当初には、第１子出産前後における有業女性の就業継続

率に顕著な改善は見られなかったことが指摘されている[50][51]。この点で重要な

転機となったのが、2009年の育児・介護休業法改正である。同改正では、３歳未満

の子を養育する労働者について、短時間勤務制度を設けることが事業主に義務付け

られるとともに、労働者の請求に基づく所定外労働の免除が義務化された。この改

正は、単に育児休業を取得できるかどうかにとどまらず、育児休業から復帰した後

の働き方を制度的に支える点で重要であった。 

実証研究においても、2009年改正が女性の就業継続に一定の効果を持ったことが
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示されている[52][53]。2009年改正による短時間勤務制度及び所定外労働免除の義

務化は、2010年６月 30日から従業員数 101人以上の企業に適用され、2012年７月

１日から従業員数 100人以下の企業にも適用が拡大された。この段階的適用を用い

た研究によれば、短大卒以上の女性については、大企業勤務者では大企業のみが適

用対象となった段階で、中小企業勤務者では全企業に適用が拡大された段階で、就

業継続及び常雇用継続の双方が上昇した。一方、高校卒以下の女性については、大

企業への先行適用段階では、制度の適用が常雇用としての就業継続の増加につなが

ったことを示す結果は確認されず、全企業への適用拡大後に初めて、その増加が確

認された[53]。これは、制度が利用可能になっても実際の利用に至らない、いわゆ

る制度利用率の問題が存在する可能性を示唆している。 

さらに、2009年改正は、就業継続だけでなく、出産行動にも影響し得ることを示

唆する研究がある。短時間勤務制度の義務化が、大卒女性を中心に第１子出産率を

高め、子どもを持っていない女性の出産意欲を高めたことが示されている[54]。こ

れは、出産・育児と就業の両立可能性が高まることが、女性の就業継続に加え、希

望する家族形成の実現にも関わり得ることを示唆している。ただし、こうした効果

は、対象者の属性、雇用形態、地域の保育供給などによって異なり得るため、制度

の効果を出生率全体の変化に直結させて解釈することには慎重である必要がある。 

もっとも、短時間勤務制度の義務化は、出産・育児期の就業継続を支える上で重

要な役割を果たす一方で、その利用が長期化した場合には、賃金上昇、職務経験の

蓄積、訓練機会、昇進機会に影響を及ぼす可能性がある。短時間勤務がキャリア形

成上の不利益や周辺的業務への固定化につながる場合には、いわゆる「マミートラ

ック」を通じて、長期的な男女間賃金格差を拡大するおそれもある

[5][55][56][57][58]。したがって、短時間勤務制度は、単に利用できる制度として

整備するだけでなく、利用後の職務配分、評価、訓練、昇進の在り方と一体的に設

計される必要がある。 

さらに、育児と同様に、介護との両立も今後ますます重要な課題となる。高齢化

の進展に伴い、家族介護を担いながら働く労働者は増加すると見込まれる[59]。介

護は発生時期や継続期間の見通しが立ちにくく、育児とは異なる不確実性を伴う。

そのため、介護離職を防ぐためには、休業制度だけでなく、柔軟な勤務時間、勤務

場所の調整、相談体制、職場における理解の促進を含む包括的な支援が求められる。 

今後は、制度の整備状況だけでなく、制度利用の実態や利用を阻む要因に焦点を

当てた検証が重要である。制度利用を高めるためには、制度の周知に加え、利用を

不利に扱わない評価制度、代替要員を確保できる人員配置、長時間労働を前提とし

ない業務設計、管理職の理解と責任ある運用が必要である。育児・介護休業制度を、

男女が共に家族責任を担いながら就業を継続し、能力を発揮できる雇用基盤として

位置付け直すことが求められる。 

 

   イ 父親の育児休業取得の進展 
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制度が出生行動に与える影響については、短時間勤務制度など、育児休業から復

帰した後の柔軟な働き方が整備されることにより、第１子出生や出産意欲の上昇に

寄与する可能性が示されている。一方で、第２子以降の出生については、父親の家

事・育児分担が重要な要因となることが指摘されている。 

厚生労働省『21世紀成年者縦断調査』によると、夫の家事分担が第２子出生の重

要な予測因子であり、とりわけ共働き夫婦においてその傾向が強いことが示されて

いる[60]。また、日本的雇用慣行の下で形成されてきた職場規範は男性の家庭内分

担にも影響を及ぼしており、大企業に勤める大卒男性ほど家事・育児分担率が低い

ことが示されている。これらの知見は、共働き世帯の家族形成を支えるためには、

母親の就業継続支援だけでなく、父親が家事・育児に関わる時間を確保できる働き

方への転換が重要であることを示唆している。 

父親の育児参加を促す制度としては、2009年改正により「パパ・ママ育休プラス」

が導入され、さらに 2022年施行の改正では、出生時育児休業、いわゆる「産後パパ

育休」が導入された。厚生労働省『雇用均等基本調査』によれば、配偶者が出産し

た男性の育児休業取得率は、2008年度の 1.23％、2011年度の 2.63％、2017年度の

5.14％から、2020年度には 12.65％、2023年度には 30.1％、2024年度には 40.5％

へと大きく上昇している。とりわけ近年の上昇は顕著であり、父親の育児休業取得

は、量的には新たな段階に入りつつある。 

もっとも、育児休業取得期間についてはなお課題が残る。男性の育児休業取得期

間は徐々に延びているものの、2024年度時点でも約４割が２週間未満であり、女性

に比べて短期間の取得が多い。したがって、育児休業取得率の上昇だけでなく、取

得期間、取得時期、取得後の家事・育児分担、職場復帰後の働き方への影響を含め

て、制度の実効性を検証する必要がある。 

父親の育児休業取得を家族のウェルビーイングや出生行動の改善につなげるた

めには、制度の存在だけでなく、職場文化や業務運営の見直しが不可欠である。特

に、父親が育児休業を取得することや、柔軟な労働時間で働くことが査定や昇進に

おいて不利に扱われないことを明確にし、代替要員の確保、業務配分の見直し、管

理職の理解を進める必要がある。 

父親の育児参加は、母親の就業継続を支えるだけでなく、父親自身の家庭生活へ

の関与を深め、子どもの生活習慣、情緒的安定、人的資本形成にも関わり得る

[61][62]。したがって、父親の育児休業取得や柔軟な働き方を実効性のあるものに

することは、家族全体のウェルビーイングを高める上で重要である。さらに、こう

した環境整備は、仕事と子育ての両立に対する不安を軽減し、将来の家族形成や出

生行動を支える可能性がある。今後は、父親の育児休業取得が家事・育児分担、親

子関係、母親の就業継続、出生行動にどのような影響を及ぼすのか、またどの層に

どの制度が有効に機能しているのかについて、実態に即した検証を進めることが重

要である。 

こうした検討は、家族のウェルビーイングの向上と両立する働き方の実現のみな
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らず、今後の少子化対策及び社会制度設計を検討する上でも重要な課題である。 

   ウ 保育の量と質の拡充 

日本では、1994年の「エンゼルプラン」以降、少子化対策及び女性の就業継続支

援の一環として、低年齢児保育の拡充が進められてきた[5]2。しかし、「待機児童ゼ

ロ作戦」（2001年）等の取組を経ても、待機児童問題は長く解消されなかった[63]3。

その後、2012年に「子ども・子育て関連３法」が成立し、消費税財源も入り、2015

年から「子ども・子育て支援新制度」が施行されたことにより、認可保育所、認定

こども園、小規模保育等を含む保育の受け皿整備が進められた[64]。この制度改革

の下で、保育所等を利用する児童数は大きく増加した。保育所等関連施設の利用児

童数は、2015 年４月時点の約 237 万人から、2023 年４月時点には約 272 万人へと

増加した。その後は、子ども人口の減少の影響もあり、2025年４月時点では約 268

万人となっている。待機児童数についても、2017年をピークに減少し、2025年４月

時点では 2,254人となっており、全国的に見れば恒常的な保育不足は緩和されつつ

ある[65][66][67]。ただし、2025年時点でも待機児童が生じている自治体は残って

おり、保育需要には地域差・年齢差がある[67]。 

また、保育所等の整備が進む一方で、近年は小学校の放課後の居場所確保が重要

な課題となっている。保護者が就労等により昼間家庭にいない児童の生活の場であ

る放課後児童クラブ、いわゆる学童保育への需要は高まっており、こども家庭庁・

文部科学省によれば、登録児童数は 2025 年に約 157 万人と過去最高を更新してい

る。待機児童数は減少に転じたものの、なお約 1.6万人の待機児童が発生しており

[68]、放課後児童クラブの整備に加え、放課後子ども教室なども含めた地域の放課

後の居場所づくりを進めることが求められている。 

こうした保育利用の拡大により、低年齢児の生活環境は大きく変化している。2025

年４月時点では、１～２歳児の約６割が保育施設を利用しており、未就学児童の過

 
2 保育については、日本では戦後の貧困対策の一環として、全国的に保育所の供給網が整備されていった。ただし、当初

の保育所制度は、自営業世帯を含む、家庭内での保育が困難な世帯への福祉的支援として位置付けられており、今日のよ

うに雇用者世帯の就業継続を支える制度として設計されていたわけではなかった。また 1963年及び 1973年の中央児童福

祉審議会では、３歳児未満の低年齢児については、家庭において保育されることを原則とすべきであるとの考え方が示さ

れており、低年齢児保育の供給は長く制約されてきた。さらに、1989年まで、乳幼児の保育所入所については低所得要件

が課されていた。社会保障の経済分析研究会『乳幼児保育実態調査』（1997年）によれば、実態として、保育所の供給は都

市部よりも町村部で多く、また低年齢児よりも幼児を中心に整備されていた。大都市部では核家族世帯が多く、保育所入

所への需要が高かったにもかかわらず、供給不足により待機児童問題が解消されにくかった。一方、地方では祖父母同居

世帯が相対的に多く、保育所以外の家族内支援も得やすかったため、正社員女性の雇用継続は地方の方が高い傾向があっ

た。 
3
 ２歳児の保育所入所率を『社会福祉施設等調査』及び『国勢調査』から算出すると、東京都の入所率は 2002年時点で 26％

であり、埼玉県の 13％を上回っていたものの、過疎県の多くを下回っていた。例えば、島根県の２歳児保育所入所率は 42％

であり、東京都を大きく上回っていた。しかし、その後の２歳児保育の供給拡大は、必ずしも待機児童の多い都市部で先

行して進んだわけではなかった。例えば、島根県では、2003～2007 年、2008～2012 年の２歳児保育所入所率の伸び率は、

それぞれ８％、５％であった。一方、待機児童の多い東京都では、同期間の伸び率はそれぞれ３％、10％にとどまってい

た。すなわち、保育需要が大きい首都圏においても、低年齢児保育の供給拡大は長らく限定的であった。待機児童の多い

首都圏各県において、保育供給の伸びが過疎県を上回って本格的に加速するのは、子ども・子育て支援新制度の導入に向

けた整備が進んだ 2013年以降である。したがって、少なくとも 2000年代から 2010年代初頭にかけては、低年齢児保育の

供給は、需要の大きい都市部よりも、既に保育所網が整備され、かつ少子化の進行により子ども数が減少していた地方部

に、相対的に厚く存在していたといえる。 
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半数が家庭外の保育環境で育つ状況となっている。これに伴い、保育政策の課題は、

量的確保にとどまらず、保育の質の確保と向上へと広がっている。保育の質には、

保育士配置、施設環境、保育者の資格・研修、クラス規模などの「構造の質」と、

保育者と子どもの応答的な関わり、子どもの情緒的安定を支える関係性、遊びや学

びを促す日々の保育実践などの「プロセスの質」が含まれる。子どもの発達や人的

資本形成の観点からは、単に保育の利用可能性を高めるだけでなく、こうした質を

継続的に把握し、改善につなげる仕組みが重要である。 

子どもの健やかな発達を支えるためには、家庭、保育施設、地域社会において、

子どもが安定した関係性の下で育つ環境を整える必要がある[69]。胎児期から乳幼

児期、さらに思春期に至る発達過程において、主たる養育者だけでなく複数の保育

者との応答的な関わり、身体的接触、対面的なコミュニケーションが重要であるこ

とは、脳科学や発達科学、人類学の知見からも指摘されている[70][71][72]。これ

らの知見から世界では急増する精神疾患の早期予防に向けた投資が手厚く行われ

るとともに、また、養育者や保育者の子育ての知識や技術への支援の重要性も示さ

れている。したがって、保育の拡充は、単に親の就業継続を支える仕組みとしてだ

けでなく、子どもの発達を支える社会的基盤として位置付けられる必要がある。 

そのためには、保育の量的確保に加え、質を継続的に把握し、改善につなげる仕

組みが不可欠である。日本の認可保育所を対象とした研究では、保育環境評価スケ

ール第３版(Early Childhood Environment Rating Scale, Third Edition: ECERS-

3)等の国際的に用いられている尺度を用いて、保育環境の質を定量的に把握できる

ことが示されている。また、保育の質に関する評価結果を活用した専門性向上プロ

グラムにより、保育環境評価スコアが改善することも示されている

[73][74][75][76]。これらの知見は、保育の質を継続的に測定し、その結果を保育

実践の改善や保育者の専門性向上に結び付ける仕組みを整備することの重要性を

示している[77][78][79]。 

同時に、保育の質を高めるためには、保育者が専門性を発揮できる労働環境を整

備することも不可欠である。保育の質に関する国際的な研究では、職員の事前研修

や継続的な専門能力開発が、子どもとの相互作用や日々の保育実践を含む「プロセ

スの質」と正の関連を持つことが示されている[79］。また、日本の研究でも、委託

事業者の交替に伴う保育の質の変化や、子どもたちへの影響が検討されており、保

育の継続性や安定性を確保することの重要性が示唆されている[77］。 

さらに、OECD国際幼児教育・保育従事者調査によれば、日本の保育者は、給与満

足度、給与以外の雇用条件への満足度、職業満足度が OECD平均に比べて低い。ケア

労働は女性比率が高い分野でもあり、保育の質を高め、持続可能な保育体制を確保

するためには、保育者の専門性を適切に評価し、処遇と労働環境の改善を進めるこ

とが求められる[80][81]。 

同時に、子どもの発達を支える環境は、保育施設内だけで完結するものではない。

保護者や養育者が時間的・心理的余裕を持って子どもと関わることのできる働き方
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や生活環境も不可欠である。したがって、保育・育児を支える基盤整備は、親の就

業継続を可能とするためだけでなく、子どもの発達、親子の関わり、家族全体の生

活の質を支えるものとして進める必要がある。 

 

  ③ 被扶養配偶者保護に関わる諸制度がもたらす就業調整と非正規雇用低賃金の課題 

 日本では、サラリーマン世帯を前提として、配偶者を扶養する仕組みが、税制、社

会保障制度、企業制度の各側面において長年維持されてきた。税制上の配偶者控除及

び配偶者特別控除、社会保険制度における第３号被保険者制度、加給年金、医療保険・

介護保険における被扶養者制度、企業における配偶者手当は、主たる生計維持者と被

扶養配偶者から成る世帯モデルを支える仕組みとして機能してきた。これらの制度は、

被扶養配偶者本人に直接の保険料負担がなくても基礎年金権や医療保障を確保すると

いう意味で、一定の生活保障機能を持ってきた。 

しかし同時に、これらの制度は、配偶者の収入が一定水準以下であることを前提と

しているため、有配偶女性が就業時間や年収を抑える誘因ともなってきた。特に1980

年代以降、家事・育児・介護を担いながら家計補助的に働くパートタイム就労が拡大

する中で、扶養の範囲を超えると、税・社会保険料負担の発生や企業の配偶者手当の

減少等により、世帯の手取り収入が一時的に減少する場合がある。そのため、就業時

間や年収を意図的に抑える「就業調整」の問題が指摘されてきた。 

この就業調整の問題は、単に「年収の壁」をめぐる短期的な手取り収入の問題にと

どまらない。就業時間や年収を一定範囲内に抑える働き方が長期化すれば、賃金上昇、

職務経験の蓄積、能力開発機会、昇進機会へのアクセスが制約される。その結果、非

正規雇用者の賃金水準が低位にとどまり、将来の年金給付や資産形成にも影響を及ぼ

す可能性がある。したがって、就業調整は、非正規雇用者の低賃金とキャリア形成機

会の不足を固定化し、女性の経済的自立を妨げる構造的課題として捉える必要がある。 

また、2000年代以降は、非正規雇用は若年男性や無配偶女性など、自ら生計を維持

する必要のある層にも広がった。これにより、非正規雇用の処遇や生活保障は重要な

社会問題として認識されるようになった。とりわけ無配偶女性については、被扶養配

偶者として社会保険料負担を免除される仕組みがある有配偶女性と異なり、低賃金・

短時間の就業であっても、自ら社会保険料を負担しながら生計を維持しなければなら

ない場合がある。このことは、家族形態によって制度上の取扱いが異なり、無配偶女

性の貧困リスクや生活保障に影響を及ぼし得ることを示している。 

総務省『就業構造基本調査』（2022年）によれば、非正規雇用者のうち、有配偶女

性は約890万人、無配偶女性は約500万人である。有配偶女性の非正規雇用のうち41％

が就業調整を行っており、この割合は2017年の47％から低下しているものの、なお高

い水準にある。また、就業調整を行っている有配偶女性の年収は、約９割が50～149万

円の範囲に集中している。一方、無配偶女性の非正規雇用者は約500万人であり、その

うち年収250万円以上の者は13％にとどまる。すなわち、非正規雇用は、有配偶女性に

とっては就業調整を伴う働き方として広く残る一方で、無配偶女性にとっては、十分
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な所得を得て生計自立を図ることが難しい雇用形態となっている。 

政府は、社会保険制度の担い手拡大と非正規雇用者の保障強化を目的として、短時

間雇用者への被用者保険の適用拡大を進めている。2016年以降、適用対象は従業員501

人以上の企業から、101人以上、51人以上へと段階的に拡大されてきた。さらに、2025

年の年金法改正では、賃金要件、すなわち月額賃金8.8万円以上という要件を撤廃する

とともに、企業規模要件を今後10年かけて段階的に撤廃することとされた。これによ

り、週20時間以上等の要件を満たす短時間雇用者への被用者保険の適用は、今後更に

拡大していくことが見込まれる。 

もっとも、被用者保険の適用拡大が直ちに就業調整の解消につながるわけではない。

現行制度では、週20時間以上、月額賃金8.8万円以上、従業員50人超の企業で勤務して

いることなどの基準を満たす場合、短時間労働者も厚生年金保険・健康保険の適用対

象となる。企業にとっては社会保険料の事業主負担が生じるため、適用基準未満の労

働時間で雇用する誘因が生じ得る。また、被扶養配偶者にとっては、第３号被保険者

制度等により、保険料負担なしに基礎年金権や医療保障を得られるため、新たに保険

料を負担して被用者保険に加入することのメリットが短期的に見えにくい場合があり、

遺族年金の構造を考慮すると一層顕著である[82][83]。さらに、非正規雇用の時間当

たり賃金が低い場合には、保険料負担を差し引いた後の所得増加が限定的となり、労

働時間を増やす誘因が弱くなる。その結果、企業側・労働者側の双方に、適用基準を

超えない働き方を選ぶ誘因が残る可能性がある。 

実証研究においても、2016年の短時間労働者への社会保険適用拡大に対して、非正

規雇用の有配偶女性の労働供給が一様に増加したわけではない。総務省『労働力調査』

を用いた分析では、制度変更前に週20～29時間で働いていた45～59歳の非正規雇用女

性のうち、既婚女性では制度変更後に週20時間未満と週30～39時間の双方への移動が

増加し、未婚女性では週40～49時間への移動が増加した。また、配偶者（夫）の学歴

が大学卒以上、又は収入が1,000万円以上の有配偶女性では、週20時間未満へと労働時

間を減らす動きが特に強く確認されている[84]。これは、被用者保険の適用拡大が社

会保障上の保護を広げる一方で、被扶養配偶者にとっては就業調整を促す場合もある

ことを示している。 

この点は、日本の女性の人的資本を十分に活用できていないという問題とも結び付

いている。総務省『国勢調査』(2020年)によれば、日本の30～59歳人口について最終

学歴を見ると、短大・高専卒以上の割合は女性で55％、男性で52％であり、男女で大

きな差は見られない。一方、大学卒以上に限ると、女性は24％、男性は40％であり、

なお男女差は残っている。ただし、25～29歳では大学卒以上の割合は男性49％、女性

41％となっており、若い世代では女性の大学卒割合は高まっている[85]。さらに、OECD

の国際比較で用いられる高等教育修了率で見ても、日本の25～34歳女性は69％であり、

OECD平均の54％を上回っている[86]。したがって、日本の女性の教育水準は国際的に

も高く、労働市場で発揮し得る人的資本は大きい。にもかかわらず、女性の多くが低

賃金の非正規雇用や短時間就業にとどまることは、個人の経済的自立を妨げるだけで
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なく、社会全体として人的資本を十分に活用できていないことを意味する[87]。 

人口減少が進む中で、労働力の量的確保に加え、人的資本の活用と労働の質の向上

が重要な課題となっている。女性の労働参加や労働時間の拡大を促すためには、制度

的インセンティブの見直しに加え、労働市場に再参入する女性が、教育、職業経験、

保有技能に見合った処遇や賃金を得られる雇用環境を整えることが不可欠である。そ

のためには、再訓練機会の提供、職務経験や専門性を評価する仕組み、職務内容に応

じた賃金設定、正規雇用への転換機会の拡大などを通じて、就業機会の質を高めるこ

とが重要である。特に、高学歴女性が能力に見合った形で労働市場に参加するために

は、単に就業機会を増やすだけでなく、時間当たりの賃金、職務内容、能力開発機会、

キャリア形成可能性を含めた雇用の質の改善が不可欠である。 

また、女性の低収入維持を前提とする制度が働き控えを誘発する一方、男性の長時

間労働を通じて家族と過ごす時間を制約するような夫婦分業モデルは、現代の就業構

造や家族形態の多様化に照らして再検討が求められる。もっとも、妊娠・出産期には

健康上の制約や育児負担により、女性が離職や低収入状態に陥りやすい現実もある。

特に、幼い子どもを抱えた状態で離別等に至った場合には、十分な所得保障がなけれ

ば、親子の生活の安定が大きく損なわれる。したがって、雇用者として働く男女が共

にケア活動に参加できるよう支援する政策の強化とともに、児童を養育する低所得世

帯に対する社会的支援の拡充が求められる。 

 

３ 見解 

以下では、女性活躍と家族のウェルビーイングを両立させるための政策課題を５つに整

理する。これらは相互に関連しており、単独で実施すれば十分というものではないが、政

策実施に当たっては、短期・中期・長期の時間軸に沿って優先順位を明確にする。短期的

には、長時間労働是正の実効性を確保するとともに、育児休業・短時間勤務・柔軟な働き

方の利用が評価・配置等で不利に作用しないようにすることが重要である。また、保育・

介護の量と質を確保し、政策効果を検証するためのデータ基盤整備にも早期に着手する必

要がある。中期的には、男女間賃金格差、処遇・登用差、非正規雇用者の低賃金、年収の

壁を生みやすい制度の見直しを進める必要がある。長期的には、個人単位で就業と社会保

障を支える制度への転換、育児・介護を社会全体で支える持続可能なケア基盤の構築、政

策効果を継続的に検証できるデータ基盤の整備が求められる。 
これらの見解を実現するためには、関係省庁が連携し、法令、指針、ガイドライン、通

知、予算措置を組み合わせて実効性を高める必要がある。長時間労働の是正については、

厚生労働省が所管する労働基準法、労働安全衛生法、働き方改革関連法の運用を通じて、

時間外労働規制、労働時間把握、健康確保措置を徹底することが重要である。育児・介護

との両立支援については、育児・介護休業法に基づく指針や企業向けガイドラインにおい

て、制度利用が昇進・処遇・評価において不利に働かないようにする必要がある。賃金・

処遇・登用格差の是正については、女性活躍推進法に基づく男女賃金差や管理職比率等の

情報開示を進めることが求められる。非正規雇用者の処遇改善と年収の壁の見直しについ
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ては、厚生労働省、内閣府、財務省等が連携し、被用者保険の適用拡大、税・社会保険制

度、企業の配偶者手当の見直しを一体的に進める必要がある。保育については、こども家

庭庁及び文部科学省が、量的整備に加えて、保育者の処遇、配置基準、質評価、財政措置

を充実させることが重要である。データ基盤については、総務省、厚生労働省、内閣府等

が、基幹統計、学術調査等を連携させ、研究者が政策効果を検証できる環境を整える必要

がある。 
 (1) 正社員の長時間労働是正を後退させず、実効性を高める 

長時間労働の是正は、労働者の健康確保にとどまらず、家庭生活の安定、子どもの育

ち、介護との両立、さらには持続可能な労働力確保の観点からも重要な政策課題である。

人手不足や成長制約への対応を理由として、労働時間規制を緩和する方向には慎重であ

るべきである。むしろ、正社員の長時間労働を前提とする働き方を見直し、男女を問わ

ず、ライフステージに応じて就業を継続し、能力を発揮できる環境を整えることが、日

本経済の持続可能性に資する。 

2008年の労働基準法改正（2010年施行）による時間外労働の割増賃金率引上げや、働

き方改革関連法による時間外労働の上限規制は、長時間労働の縮減に一定の効果をもた

らし得ることが示されている。実証研究においても、長時間就業の減少、終業時刻の前

倒し、余暇時間の増加、とりわけ有配偶男性における家族と過ごす時間の増加を示して

おり、労働時間政策がワークライフバランスの改善に寄与し得ることを示唆している。 

もっとも、労働時間規制の影響は一様ではなく、職種、業種によって異なる。したが

って、今後は規制の有無を抽象的に論じるのではなく、労働時間把握の徹底、サービス

残業の抑止、管理監督者を含む長時間労働の実態把握、業務量と人員配置の見直し、評

価制度の改革を含めて、長時間労働が温存される職場慣行そのものを改める必要がある。 

あわせて、テレワーク、フレックスタイム、時差出勤、短時間勤務等の柔軟な働き方

を、育児・介護期に必要な人が利用しやすい形で整備することが求められる。これらの

制度は、単なる福利厚生ではなく、男女いずれもがケア責任と就業を両立し、長期にわ

たって能力を発揮するための雇用基盤として位置付けるべきである。 

 

 (2) 男女共働き社会の実現に向け、賃金・処遇・登用の構造的課題を是正する 

共働き世帯が広がり、女性の就業継続が進む一方で、男女間の賃金格差や雇用形態間

の待遇格差は、女性の経済的自立を妨げるとともに、家計を男性の所得に過度に依存さ

せ、失業、病気、離婚等のリスクに対する家族の経済的脆弱性を高めている。また、意

思決定層における女性の少なさは、育児や介護を担う労働者の経験やニーズが職場の制

度や運営に反映しにくくし、長時間労働や性別による役割分担を温存する一因となる。

こうした格差や職場構造は、女性の能力発揮を阻むだけでなく、男女双方の就業継続、

働き方、家庭内の役割分担をめぐる選択肢を狭め、家族形成や次世代育成にも影響を及

ぼし得る。したがって、男女が共に働き、育児や介護等の家族責任を分かち合える社会

を実現するためには、賃金、処遇、評価、登用の在り方を総合的に見直す必要がある。 

そのためには、企業においては、性別による不合理な格差が生じないよう、賃金情報
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の開示、職務評価の透明化、配置・昇進・訓練機会の男女差の把握を進め、格差の可視

化と改善を促すことが重要である[25][88]。また、非正規雇用から正規雇用への転換機

会、能力開発機会、メンタリングやネットワーク形成支援を拡充し、女性が管理職や意

思決定層へ進む機会を広げる必要がある[26]。これは女性を形式的に優遇することでは

なく、性別にかかわらず、多様な人材が能力と貢献に応じて役割を担える組織を形成す

るための基盤整備である。短時間勤務や柔軟な働き方を利用した場合であっても、キャ

リア形成上の不利益を受けにくい制度設計を行い、能力や貢献に応じて公正に評価され

る雇用基盤を整えることが、男女共働き社会における公正な職場づくりの中核である。 

 

 (3) 女性の雇用の質を高め、非正規雇用者の年収を引き上げるための政策を推進する 

2000年頃までは、非正規雇用者の多くを有配偶女性が占めていたため、被扶養配偶者

を保護する税制、社会保障制度、企業内制度によって、生活保障が一定程度補完されて

いるとみなされることもあった。特に、1980 年代から 1990 年代にかけては、パートタ

イム労働が、雇用者としての権利を保障すべき働き方というよりも、主婦による家計補

助的な就労として位置付けられ、雇用保護の必要性が過小評価されてきた[89][90]。そ

のため、非正規雇用者については、雇用者としての保護の仕組みが長らく十分に整備さ

れてこなかった。 

このように、被扶養配偶者を保護する制度は、夫婦分業型の家族モデルを支えるとと

もに、有配偶女性の生活保障として機能してきた。一方で、非正規雇用によって生計を

維持せざるを得ない者にとっては、被用者保険への加入機会が限られ、有期雇用の反復、

低い賃金水準、企業内訓練や昇進機会の不足など、正社員に比べて不利な条件が残され

てきた。こうした状況は、シングルマザーを含む低所得世帯の貧困リスクを高める要因

の一つとなっている。 

さらに、2000年頃までは、パートタイム労働者が正社員雇用を調整するための周辺労

働力として位置付けられる傾向も強かった。実際に、整理解雇をめぐる裁判例において

も、かつては、非正規労働者や有配偶女性を雇用調整の対象として位置付ける考え方も

見られた 4。そのため、非正規雇用者については、雇用の安定、賃金上昇、能力開発、社

会保険適用を含む保護の仕組みが十分に整備されないまま、低賃金・不安定雇用が固定

化されてきた。 

しかし今日では、非正規雇用は有配偶者の家計補助的な就労に限られない。非正規雇

用者で生計を立てている男女の割合は拡大している。主たる生計維持者、単身者、ひと

り親、また中年期以降に労働市場へ再参入した女性など、生計自立を必要とする人々に

も広がっている。他方で、現在もなお、サラリーマン世帯の有配偶女性のみ、一定の所

得範囲内で社会保険料負担を免除される仕組みが残っている。そのため、配偶者（夫）

の所得が高く、世帯として生活保障が比較的安定している層においてほど、扶養の範囲

 
4 2000年以前には、整理解雇に際して、正社員よりも非正社員を、また専業主婦世帯の夫よりは共働き世帯の妻を先に整

理解雇の対象とすることを一定程度容認する裁判例も見られた。 
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内にとどまるための就業調整が行われる傾向がある 5。こうした仕組みが、非正規雇用者

の低賃金・低処遇を温存する一因となっていないか、改めて検討する必要がある。 

とりわけ、有配偶女性に就業調整を促す制度と、無配偶女性の生計自立を困難にする

低賃金の非正規雇用が併存していることは、現代の就業構造や家族形態の多様化に照ら

して整合的とは言い難い[90][91][92][93]。短時間労働者を含む非正規雇用者への被用

者保険の適用拡大は、無配偶女性や低所得層にとっては社会保障上の保護を拡大する意

義を持つ。一方で、被扶養配偶者にとっては、被用者保険の適用により保険料負担が発

生し、短期的には手取り所得が減少すると認識されやすい。そのため、被用者保険の適

用を避けるため、より短時間の就業を選ぶ誘因が残る。実際に、2016年の短時間労働者

への被用者保険の適用拡大により、第３号被保険者である被扶養配偶者については、週

20 時間以上の就業を避け、労働時間を週 20 時間未満に抑える新たなディスインセンテ

ィブが生じたと考えられる[82]。 

したがって、非正規雇用者の保護と人的投資機会の拡充、雇用の安定化を一体的に進

める必要がある。無配偶の非正規雇用者や、離別後に非正規雇用で生計を維持する女性

が増える中で、非正規雇用者についても、育児休業等の両立支援制度を実効的に利用で

きる環境を整えることが重要である。また、有期雇用については、2013年に施行された

労働契約法改正により、無期転換ルールが導入された。一方、無期転換申込権が発生す

る直前の雇止めや、更新上限の設定等によって無期転換を回避する事例も指摘されてお

り、制度の実効性の確保が課題となっている。さらに、無期転換が実現しても、それが

直ちに賃金や処遇の改善につながるとは限らない。雇用の安定だけでなく、賃金、職務

内容、訓練機会、キャリア形成の可能性を含め、雇用の質を高める仕組みが求められる。 

現役労働力人口が減少していく中で、若い世代については、非正規雇用者を含め、妊

娠・出産期の不安や負担を軽減し、出産後も労働市場に戻りやすい雇用条件を整備する

必要がある。育児休業、短時間勤務、保育サービス、柔軟な働き方を、正規雇用者だけ

でなく非正規雇用者も利用しやすくすることは、個人の所得保障だけでなく、将来の人

的資本の蓄積にも資する。 

一方で、育児休業や保育制度が現在ほど整備される前に第１子を出産し、比較的長い

無職期間を経て、中年期以降に非正規雇用として再就職した女性も少なくない。この層

では、現在も就業調整が見られるだけでなく、過去の離職や短時間就業の影響により、

職業経験の蓄積、賃金上昇、年金権の形成が十分ではない場合がある。長寿化が進み、

 
5 『就業構造基本調査』2022年を用いて、40～50歳の有配偶女性に限定して見ると、妻が無収入である割合は、夫の年収

が 1,000万円以上の世帯で高く、夫の年収が 400万円未満の世帯で低い。すなわち、妻が無収入である割合と夫の年収と

の間には正の相関が見られる。一方、フルタイム雇用へ復帰をしたと見られる、妻の年収が 200～399万円の層に注目する

と、その割合は夫の年収が 400万円未満の世帯で最も高く、夫の年収が 1,000万円以上の世帯で最も低い。したがって、

中年期以降の有配偶女性について見ると、被扶養配偶者世帯は、夫の年収が高い比較的豊かな世帯に多い傾向がある（永

瀬伸子, 2024年７月 15日、日本経済新聞「経済教室」「第３号被保険者、被扶養配偶者の奨励是正を」）。もっとも、こ

の関係は世代によって異なる可能性がある。若い世代では夫婦共に正社員である世帯の方が、より所得水準の高い世帯で

ある可能性を示している[34]。したがって、被扶養配偶者制度や就業調整をめぐる議論では、中年期以降の世帯に見られ

る夫が高所得の世帯層への集中だけでなく、若年層における共働き正社員世帯の増加も踏まえ、世代による差異を考慮す

る必要がある。 
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老後期間が長くなる中で、中高年女性が良好で安定した雇用に就き、所得と年金権を高

められるよう、再教育・リスキリング、職業訓練、就職マッチング支援を強化すること

が重要である。 

こうした取組は、本人の生活の安定に資するだけでなく、人口減少社会において労働

力の質を高め、人的資本を有効に活用するための政策でもある。将来の女性の貧困、と

りわけ高齢期における公的年金や貯蓄の不足を防ぐためにも、被扶養配偶者に重点を置

いた制度から、個人単位で就業と社会保障を支える制度へと転換していくことが求めら

れる。あわせて、非正規雇用者の賃金水準を引き上げるため、再訓練を含めた人的投資、

キャリア形成支援、職務に応じた処遇改善、低所得子育て世帯への所得保障を含む総合

的な制度改革を進めるべきである。 

 

 (4) 育児・介護を社会全体で支え、保育・介護の量と質を確保する 

育児・介護等のケア責任を各家庭の私的努力のみに委ねることには限界がある。した

がって、保育、放課後児童クラブ、介護サービス等を社会全体で支える基盤として整備

し、その量的拡充に加えて、質の確保と向上を重視する必要がある[95]。とりわけ保育

については、待機児童数や定員数だけでなく、保育者の配置・研修・処遇、子どもと保

育者の応答的な関わり、保育環境の安定性などを含めて質を把握し、子どもの発達や保

護者の就業継続への影響を検証する必要がある。 

また、育児・介護休業制度や短時間勤務制度は、女性の就業継続に一定の効果をもた

らしてきたが、制度が整備されただけでは十分ではない。制度利用をためらわせる職場

風土、評価・昇進上の不利益への懸念、業務配分の偏り、雇用形態や企業規模による利

用格差がなお残されている。父親の育児休業取得の拡大も含め、制度を実際に利用しや

すくするためには、制度利用者以外に負担が集中しない業務体制[5][96]、復帰後の柔軟

な働き方、利用によってキャリア形成上の不利益を受けにくい評価制度を整えることが

必要である。 

復帰後の柔軟な働き方が男女共に確保されることは、就業継続だけでなく、家族形成

や出生行動にも影響し得る。したがって、両立支援については、制度の有無だけでなく、

誰がどの程度利用できているのか、利用後の就業継続、賃金、昇進、家庭生活にどのよ

うな影響を及ぼしているのかを継続的に検証し、実効性を高めていく必要がある。 

さらに、近年の脳科学・発達心理学の知見は、胎児期から思春期にかけて、親や保育

者との安定した関わり、身体的接触、対面的なコミュニケーションが、子どもの認知的・

社会情動的発達に重要であることを示している。これは、子どもの健やかな発達のため

には、保護者や養育者が時間的・心理的余裕をもって関わることのできる環境が重要で

あることを意味する。したがって、大人のワークライフバランスの実現は、子どものウ

ェルビーイングとも密接に関わっている。 

親の就業継続支援と子どもの発達支援は、相互に補完する政策として設計される必要

がある。保育や放課後児童クラブは、親の就業を支えるための制度であると同時に、子

どもの育ちを支える重要な社会基盤でもある。ケアを家庭内の責任としてのみ捉えるの
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ではなく、子どもの発達、親子の関係、介護を担う家族の生活の質、そして家族全体の

ウェルビーイングを支える基盤として、保育・育児・介護政策を総合的に強化していく

ことが求められる。 

 

 (5) ウェルビーイング指標を拡充し、エビデンスに基づく政策形成を進める 

ワークライフバランスは、広義には人々のウェルビーイングに関わる問題である。厚

生労働省の雇用政策研究会報告書[32]は、働き方を労働者が主体的に選択できる環境整

備や雇用条件の改善等を通じて、労働者が自ら望む生き方に沿った豊かで健康的な職業

人生を送ることを目指す「就業面からのウェルビーイングの向上」を提唱している。ワ

ークライフバランス政策の効果を継続的に検証し改善するためには、労働時間や所得と

いった客観的指標だけでなく、生活満足度、心理的負担、家族関係、自己実現といった

主観的指標も組み合わせた、エビデンスに基づく政策形成の仕組みを整備することが不

可欠である。 

本見解では、伝統的経済学で用いられてきた効用という概念よりも広い、ウェルビー

イングという概念に着目する。伝統的な効用概念は、消費や余暇など、比較的客観的に

把握し得る行動や資源配分に基づいて捉えられてきた。これに対し、ウェルビーイング

は、「どの程度幸福か」「自らの生活にどの程度満足しているか」といった主観的評価も

含めて把握される、より包括的な概念である。特に、女性の就業拡大に伴い、男女共に

仕事と家族責任を担うことが求められる中で、育児、介護、家族関係、子どもの発達環

境まで視野に入れて政策を考察するためには、所得や労働時間だけでなく、より広い意

味でのウェルビーイングを考慮する必要がある。 

この点は、近年の脳科学や発達心理学の知見とも整合的である。すなわち、子どもの

健やかな発達には、養育者との安定した関わり、応答的なコミュニケーション、時間的・

心理的余裕のある養育環境が重要である。したがって、家族の生活の質を考える際には、

所得や労働時間だけでなく、日常生活の満足度や精神的負担、関係性の質といった側面

を含めて捉える必要がある。ワークライフバランス政策の評価においても、客観的な生

活条件の改善に加え、それが人々の主観的な生活の質にどのような影響を及ぼしている

のかを把握することが重要となる。 

国際的にも、主観的ウェルビーイングを政策評価に活用する動きが広がっている。2009

年の「経済パフォーマンスと社会進歩の測定に関する委員会」、いわゆるスティグリッツ

＝セン＝フィトゥシ委員会は、GDP のような経済指標のみでは社会の豊かさを十分に把

握できないことを指摘し、生活の質やウェルビーイングを測定する必要性を提起した。

OECDも 2013年に主観的ウェルビーイングの測定ガイドラインを公表し、2025年には改

訂版を示している[97]。OECDのガイドラインは、生活評価、感情、エウダイモニアとい

う複数の側面から主観的ウェルビーイングを測定することの重要性を示している。 

日本においても、内閣府が「満足度・生活の質に関する調査」を実施し、生活満足度

や分野別満足度を通じて生活の質を多面的に把握する試みを進めている。こうした取組

は、所得、雇用、健康、家族関係、地域生活などを含む生活の質を総合的に捉える上で
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重要である。今後は、こうした主観的指標を、労働時間、賃金、雇用形態、家事・育児・

介護時間、保育利用、健康状態などの客観的指標と結び付け、ワークライフバランス政

策の効果をより立体的に検証していく必要がある。 

ワークライフバランス研究の分野においても、主観的ウェルビーイングをアウトカム

指標として用いる研究が蓄積されつつある。例えば、18歳未満の子どもを持つ有配偶者

を対象とした研究では、有配偶男性がテレワークを実施した場合、家事・育児への関与

や時間配分が変化し、生活満足度等にも影響を及ぼす可能性が示されている[28][98]。

このような研究は、働き方の変化が、単に労働時間や所得だけでなく、人々の主観的な

生活の質にどのような影響を及ぼすかを捉える上で有用である。 

もっとも、主観的ウェルビーイング指標の活用には注意も必要である。経済学でこの

分野への注目が遅れた背景には、顕示選好の理論の下で、行動に表れた客観的データが

重視され、主観的データの有用性に慎重な見方があったことがある。また、主観的評価

には、個人間比較や文化差、回答の文脈依存性といった測定上の課題がある。例えば、

ある人が「非常に満足している」と答え、別の人が「やや満足している」と答えたとし

ても、その差が実際の生活の質の差を表しているのか、あるいは表現の仕方の個人差を

反映しているのかは、必ずしも明らかではない。したがって、主観的ウェルビーイング

指標は、客観指標を代替するものではなく、それを補完するものとして慎重に活用する

必要がある。 

主観的ウェルビーイング指標を政策評価に活用する際には、政策の目的に対応する客

観的指標と主観的指標を設定し、可能な限り、政策の実施前後における政策対象者と、

それに比較可能な非対象者の変化を検証することが重要である。例えば、長時間労働の

是正策を評価する場合には、実労働時間、年収、休暇取得、睡眠時間、健康状態等とと

もに、時間的なゆとり、心理的負担、生活満足度等を把握する。これにより、政策によ

って何が改善し、何が改善しなかったのかを、複数の指標から検証することができる。 

客観的指標と主観的指標が一致しない場合も、重要な政策情報となる。例えば、労働

時間が短縮しても心理的負担や生活満足度が改善しない場合には、業務密度の上昇やケ

ア負担の偏りなどが残されている可能性がある。逆に、客観的な就業条件に大きな改善

がないまま満足度だけが上昇した場合には、測定されていない仕事の裁量や働き方の柔

軟性が改善した可能性とともに、現状への順応や期待水準の変化についても検討する必

要がある。 

したがって、主観的ウェルビーイング指標のみによって政策の効果を判断するのでは

なく、所得、労働時間、健康状態等の客観的指標と相互に照合しながら活用することが

求められる。さらに、恣意的な評価を避けるため、政策にとって好都合な結果だけでな

く、指標間の不一致や、性別、所得階層、雇用形態、家族構成等による差異も含めて公

表する必要がある。 

また、ウェルビーイングは単一の概念ではなく、生活全般に対する評価、日々の感情

状態、「よく生きること」に関わるエウダイモニアなど、複数の側面を含む広い概念であ

る[97]。生活満足度は伝統的経済学の効用概念に比較的近いが、感情的幸福やエウダイ
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モニアは、それだけでは十分に捉えられない[99][100][101][102]。したがって、政策評

価においても、どの側面のウェルビーイングを把握しようとしているのかを明確にし、

適切な指標設計を行うことが重要である[103][104][105]。 

一方で、ワークライフバランスの実態把握においては、主観的指標だけでなく、生活

時間の分析に基づく客観的指標も引き続き重要である。総務省『社会生活基本調査』は、

大規模サンプルに基づき生活時間の詳細な分析を可能にしており、働き方と生活時間配

分の実態を把握する上で重要な役割を果たしている。しかしながら、同調査は同一個人

を追跡するパネル調査ではないため、制度変更の前後における個人レベルの行動変化を

厳密に捉えるには制約がある。また、業種、企業規模、資本金等に関する情報が限定的

であるため、制度適用範囲の違いを踏まえた政策評価にも一定の限界がある。割増賃金

率の引上げや労働時間規制の効果を検証する際にも、こうした制約は課題となっており、

より正確な政策評価に向けた統計基盤の改善が期待される。 

さらに、『社会生活基本調査』で把握される生活時間は重要な客観的指標である一方、

それのみではワークライフバランスが人々の生活の質や幸福感にどのような影響を与

えているかを十分には捉えられない。大規模統計調査において主観的ウェルビーイング

指標を併せて収集することにより、客観的指標と主観的指標の両面から政策効果を検証

することが可能となる。特に、同一個人を継続的に追跡するパネルデータの整備は、個

人間比較の問題を一定程度緩和しつつ、政策や働き方の変化がウェルビーイングに与え

る影響を検証する上で有用である。 

また、『労働力調査』は、同一住戸に居住し続ける世帯員の就業状況を１年後にも把握

できるパネル構造を持っている。さらに、毎月実施される基幹統計であり、地域別にも

一定のサンプルを確保できる点で、政策評価にとって貴重な情報源である。一方で、収

入情報が限られた時点（４回目の訪問の１時点）でしか把握されていないことは課題で

ある。仮に、同一個人について１年目と２年目の双方で把握できれば、若年層や中高年

層の賃金変動が明らかになり、制度変更の影響をより精緻に分析することが可能となる。

若年層については転居が多く、追跡に限界があるものの、小規模な学術調査では把握し

にくい地域差や属性差も分析できる点で、設問項目の拡充が望まれる。 

以上を踏まえ、日本においても、『社会生活基本調査』『労働力調査』をはじめとする

基幹統計や関連する学術調査を活用し、生活時間、就業条件、ケア負担、健康状態、生

活満足度等を総合的かつ継続的に把握できるデータ基盤の整備を進めることが望まれ

る。具体的には、働く時間、賃金、訓練機会に加え、家事・育児・介護の時間と分担、

ケアの強度、外部サービスの利用、睡眠、心身の健康、時間的なゆとり等を把握する必

要がある。制度の利用可能性だけでなく、制度が実際の生活や選択にどのような変化を

もたらしたかを検証できる。 

自治体が保有する行政記録も重要な情報源となる。例えば、保育所や放課後児童クラ

ブへの申込み・利用・待機状況、妊産婦・乳幼児健診、介護認定と介護サービスの利用

等に関するデータは、地域ごとの制度供給と住民の利用実態を把握する上で有用である。

個人情報の保護を徹底し、安全な利用環境を確保しながら、これらの行政記録を国の統



23 
 

計調査や社会保険等のデータと接続し、研究利用時には個人を識別できない形で提供す

ることが望まれる[106]。これにより、政策実施前後の変化や地域差を継続的に検証する

ことが可能となる。 

あわせて、ワークライフバランスや家族のウェルビーイングを評価する際には、労働

時間や所得に加え、家計の安定、将来不安、資産形成、金融リテラシー等を含むフィナ

ンシャル・ウェルビーイングの視点も重要である。家計不安や老後不安が大きい場合に

は、主観的ウェルビーイングの向上や、結婚・出産・子育てに関する希望の実現には十

分につながらない可能性がある。統計調査と行政記録の指標設計、接続方法、測定の妥

当性について、研究者と行政が連携して検討し、研究者が安全な環境でデータを利用で

きる仕組みを整えることにより、ワークライフバランス政策の効果を継続的に検証し、

改善につなげる必要がある。 
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＜用語の説明＞ 

ウェルビーイング 

身体的・精神的な健康に加え、生活の安定、社会的つながり、働き方、家庭生活、将来

への安心などを含む、人々がより良く生きている状態を指す概念である。本見解では、

個人だけでなく、家族全体の生活の質や安定も含めて捉える。 

 

エウダイモニア 

単なる快楽や一時的な満足ではなく、人が能力を発揮し、他者や社会との関係の中で意

味ある生活を送ることを含む、より広いウェルビーイングの考え方である。 

 

顕示選好の理論 

人々の選好を、実際に観察される選択行動から推測する経済学の考え方である。ただし、

観察された選択は、賃金、労働時間、保育・介護、税・社会保障制度、職場慣行などの

制約の下で行われるため、必ずしも本人の真の希望をそのまま表すとは限らない。 
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（１）第 26期委員長、副委員長、幹事の選任 
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（３）令和６年度中に学術フォーラムを開催する企画の検討 

（４）第 26期活動方針 

（５）その他  

令和７年 

   ６月 10日 ワークライフバランス研究分科会（第２回） 

（１）シンポジウムについて 

（２）提言に向けた取り組み 

（３）その他 

   11月 22日 ワークライフバランス研究分科会（第３回） 

見解の構成について 

（１）公開シンポジウムの進行について 

（２）見解の発出に向けた取り組みについて 
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＜参考資料２＞シンポジウム開催 

「女性活躍を支える家族のウェルビーイングとワークライフバランスの実現」 

主催：日本学術会議経済学委員会ワークライフバランス研究分科会、令和７年度第１回一

橋大学政策フォーラム、一橋大学創立 150周年記念事業、一橋大学経済研究所世代間問題

研究機構 

後援：公益財団法人野村財団 

開催趣旨：男女を問わず、ワークライフバランスを実現する働き方の構築は、今日の日本

社会の喫緊の課題である。近年、女性の就業において正規雇用が増加し、管理職など中核

的ポジションへの進出も進んでいる。一方で、長時間労働や働き方の在り方が家庭内の育

児・家事分担や子どものウェルビーイングに影響を及ぼし、新たな社会的課題として注目

されている。本シンポジウムでは、家族のウェルビーイングを実現・維持するために有効

な働き方の展望と、それに向けた支援体制の在り方について、最新の研究成果を共有する。

さらにパネルディスカッションを通じて議論を深め、実践的な政策提言につなげることを

目指す。 
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挨拶 

15:00 挨拶 

 野口 貴公美（一橋大学理事・副学長／一橋大学大学院法学研究科教授） 

15:05 趣旨説明 

 臼井 恵美子（日本学術会議会員／一橋大学経済研究所教授） 

 

講演 

15:10 『女性管理職とワークライフバランス』 

 報告者：奥田 純子（長野大学環境ツーリズム学部講師） 

永瀬 伸子（日本学術会議連携委員／大妻女子大学教授） 

臼井 恵美子（日本学術会議会員／一橋大学経済研究所教授） 

15:30 『ワークライフバランスに寄与する資産づくり』 

 報告者：角谷 快彦（日本学術会議連携委員／広島大学大学院人間社会科

学研究科教授） 

15:50 『親の帰宅時間と子どものウェルビーイング』 

 報告者：大石 亜希子（日本学術会議連携会員／千葉大学大学院社会科学

研究院教授） 

長谷部 拓也（上智大学国際教養学部准教授） 

休憩（10分）（16：10～16：20） 

総合討論（パネルディスカッション） 

16:20 座長： 

臼井 恵美子（日本学術会議会員／一橋大学経済研究所教授） 
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井上 恵理菜（日本総合研究所調査部副主任研究員） 

永瀬 伸子（日本学術会議連携会員／大妻女子大学教授） 

安井 健悟（日本学術会議連携会員／青山学院大学教授） 

横山 泉（一橋大学経済学研究科教授） 

17:20 閉会挨拶 

永瀬 伸子（日本学術会議連携会員／大妻女子大学教授） 
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＜付録＞ 

 
図１ 年齢階級別・女性就業率 

 

（出所）総務省『労働力調査』を基に臼井・平河(2026)[53]が作成 

 

 

図２ 年齢階級別・女性の正社員比率 

 

（注）正社員比率は、正規の職員・従業員数を 15歳以上人口で除した数値である。 

（出所）総務省『労働力調査』を基に臼井・平河(2026)[53]が作成 
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